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2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会

に向けたセキュリティ基本戦略

平 成 2 9 年 ３ 月 2 1 日

セ キ ュ リ テ ィ 幹 事 会

令 和 元 年 ７ 月 3 0 日

一 部 改 定

令 和 ２ 年 1 2 月 2 2 日

一 部 改 定

１ 情勢認識

イスラム過激派等によるテロ事件が世界各地で続発する中、我が国に対する

テロの脅威が継続している。また、極左暴力集団や右翼等による違法事案の発

生も懸念される。このほか、サイバー攻撃の脅威も深刻さを増すなど、依然と

して予断を許さない状況にある。こうしたテロ等の脅威に加え、大規模地震や

豪雨等、これまでも多くの自然災害による被害が発生している。

2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会（以下「大

会」という。）は、世界中から多数のアスリート、要人、観客等が集まり、国

際的にも最高度の注目を集めて開催される行事である。過去にはミュンヘン大

会やアトランタ大会で選手村やライブサイトを狙ったテロ・ゲリラ事件が発生

し、ソウル大会の前年には、同大会の妨害を狙ったとみられる北朝鮮による航

空機テロが発生したほか、平昌大会では、多くのサイバー攻撃が行われており、

大会の機会を狙った国際テロやサイバー攻撃等の発生が懸念される。また、大

会組織委員会、競技会場を始めとする大会関係施設、重要サービス等に対する

サイバー攻撃や各種自然災害により、円滑な大会運営に影響が生じる事態も懸

念される。

さらに、2020年３月に、新型コロナウイルス感染症の状況等を勘案して、大

会の開催を2021年に延期することが決定された。

こうした情勢の中、大会の安全・円滑な準備及び運営並びに継続性が確保さ

れ、アスリート、観客及び国民が安心して大会を楽しむことができるよう、政

府においては新型コロナウイルス感染症への対応を徹底しつつ、各種施策を総

合的かつ計画的に推進することにより、セキュリティ対策に万全を期する必要

がある。

そこで、「2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会

の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方針」（平成27年11月27

日閣議決定）を踏まえ、大会のセキュリティ確保のために必要となる基本的な

考え方、総合的な態勢、主な対策、配意事項等を取りまとめ、「2020年東京オ

リンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会に向けたセキュリティ基本
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戦略」を決定することとする。

２ 基本的な考え方

大会組織委員会、東京都及び競技会場のある地方公共団体とも緊密に連携を

図りつつ、政府一体となって、以下の考え方にのっとった対策を推進する。

（１） 大会の安全・円滑な準備及び運営並びに継続性を確保するとともに、ア

スリート、観客等の安全を確保する。

（２） 我が国における、テロ等の未然防止対策を徹底するとともに、サイバー

攻撃によるものを含めて緊急事態が発生した際の備えにも遺漏なきを期

す。

（３） 新型コロナウイルス感染症への対応を徹底しつつ、同感染症によるもの

も含め、大会の延期に伴う各種情勢の変化を的確に捉え、対応する。

３ 総合的な態勢の確立

大会期間中において関係機関の連携を確保しつつ、大会組織委員会、東京都

及び競技会場のある地方公共団体等との緊密な連絡・調整を図るため、内閣官

房に「セキュリティ調整センター」を設置する。「セキュリティ調整センター」

では、総理大臣官邸内において24時間必要な情報を受けるための態勢を構築す

るとともに、大会の安全に関する情報を集約等する「セキュリティ情報センタ

ー」、「サイバーセキュリティ対処調整センター」、大会組織委員会等との緊密

な連携を確保し、内閣危機管理監がシニア・セキュリティ・コマンダーの補佐

を得て、関係機関間の必要な活動調整及び情報共有を図る。

４ 情報収集・分析の強化

国内外及びサイバー空間における情報収集・分析、関係機関間の情報共有及

び外国治安・情報機関等との情報交換を推進するとともに、セキュリティ対策

に資する情報の提供を幅広く受けられるよう国民、民間事業者等の協力の促進

を図り、大会の安全・円滑な準備及び運営並びに継続性の確保に必要な情報の

収集・分析を強化する。

「セキュリティ情報センター」において、国の関係機関の協力を得て、また、

外国治安・情報機関等との緊密な連携を確保し、大会の安全に関する情報を一

元的に集約し、大会の安全に対する脅威及びリスクの分析・評価を行い、関係

機関等に対し必要な情報を随時提供するほか、大会期間中、情報共有等を通じ

て「セキュリティ調整センター」と緊密に連携する。

５ 主な対策

（１）競技会場等の安全の確保

競技会場及び選手村、メディアセンター等の重要非競技会場（以下単に「会
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場」という。） の安全を確保するため、大会組織委員会、施設管理者・所

有者等と緊密に連携し、周辺の海上・沿岸警備、上空等における警戒監視、

重要無線の電波監視等を含め、会場の警戒警備を強化する。特に大会期間中

は会場に多くの人や物が出入りすることから、資格のない者の侵入や危険物

等の会場への持込みを防ぐため、審査・点検の厳格化が図られるよう、大会

組織委員会と緊密に連携する。また、関係省庁・機関が連携し、関係法令を

的確に運用した小型無人機等への対策や、会場の設備を制御するシステムを

含む各種システムの防護対策を強化する。

大会組織委員会及び関係地方公共団体と緊密に連携し、ライブサイト、競

技会場周辺のラストマイル及び聖火リレーの安全対策を推進する。

（２）アスリート、観客等の安全安心の確保

アスリート、観客等が安心して大会を楽しむことができるよう、大会組織

委員会及び関係事業者と緊密に連携し、犯罪・事故の防止、食品の安全確保

及び万一緊急事態が発生した際の被害最小化のための各種施策を推進する。

その際、障がい者・外国人が利用する施設における火災・地震発生時の情報

伝達及び避難誘導を促進し、また、緊急通報に的確に対応するなど、障がい

者・外国人にも十分に配慮した適時適切な情報提供に努める。

また、要人の安全の確保にも万全を期す。

（３）重要サービスの継続性確保

大会の安全・円滑な準備及び運営並びに継続性を確保するため、大会運営

に影響を与える可能性のある重要サービス事業者等及び大会組織委員会と緊

密に連携し、サイバー攻撃を含むテロ等人為的な攻撃、自然災害及び機器障

害等に対する耐性の向上、代替手段の確保、迅速な復旧の確立など、大会運

営に支障を来さないための諸対策を促進する。関係省庁は、重要サービス事

業者に対して、積極的に指導・助言する。

（４）水際対策の強化

我が国への人や物の流れの大幅な増加が予想される大会前及び大会期間中

におけるテロリスト等の入国、テロ関連物資の国内流入を阻止するため、水

際関係機関間の情報共有や連携を強化するとともに、水際対策に資する事前

情報の収集や分析の高度化を推進し、情報に基づく迅速・確実な手配を行う

ほか、国際空海港における入国審査・税関検査の厳格化及び警戒監視の強化

のために必要な人的・物的体制の整備を推進する。

（５）重要施設、ソフトターゲット等の警戒警備等の強化

政府関連施設、在外公館、原子力関連施設等の重要施設の警戒警備を強化

する。また、宿泊施設、空港・港湾・鉄道駅を含む公共交通施設、大規模集

客施設等の施設管理者・事業者等と緊密に連携し、自主警備態勢の強化を促

進するとともに、先進的な技術の活用を含め、各施設等の保安対策を強化・

徹底する。特に、各種イベント主催者等との連携や資機材の活用により車両
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突入対策を推進するほか、公共交通機関について危険物の持込規制の周知を

図るなどの安全確保対策を更に推進する。

また、大会に関連して繁華街等で発生するおそれのある雑踏事故を防止す

るため、関係機関等と具体的な対応要領を共有するなど、事前対策を的確に

行うほか、各種不法事案の取締り等を推進する。

（６）テロリストに武器等を入手させないための取組の強化

銃砲や火薬類を取り扱う個人や事業者に対する各種法律に基づく規制や指

導を徹底する。また、爆発物原料、毒劇物、病原体・毒素、放射性物質等の

取扱事業者、学校等に対して、保管・管理の徹底等の指導を強化するほか、

取扱施設に対する立入検査等の徹底を図る。さらに、爆発物の原料となり得

る化学物質の販売事業者に対しては、不審な購入者に関する通報や販売時に

おける本人確認の徹底等の働き掛けを強化するとともに、放射性物質の売買

等、関連情報の収集を強化する。

違法民泊施設の取締りを強化するほか、宿泊施設の宿泊者の身元確認を徹

底するなど、宿泊施設がテロの温床となることのないよう関係機関が連携し

た取組を推進する。

（７）サイバーセキュリティ対策の強化

政府における重要インフラ事業者等の情報セキュリティ対策を着実に推進

するとともに、大会運営に影響を与える可能性のある重要サービス事業者、

会場の施設管理者・所有者等、各関係主体におけるサイバーセキュリティ上

のリスク評価及びそれにより明確となったリスクへの対策を促進する。

また、国内外の悪意ある者によるサイバー攻撃等、深刻化する脅威に対応

するためのサイバー空間における情報収集・分析を強化するとともに、サイ

バーセキュリティに係る脅威・インシデント情報の共有等を担う中核的組織

としての「サイバーセキュリティ対処調整センター」について、その運用改

善を図るなど、大会運営に影響を及ぼすおそれのある事案の未然防止及び発

生時における迅速かつ的確な検知・対処のために必要となる体制の強化を図

り、併せて「セキュリティ調整センター」等危機管理担当部署との連携を確

保する。

さらに、関係省庁・機関においてサイバーセキュリティ対策に従事する人

材の育成を推進する。

（８）国際連携の強化

国際的な枠組みへの参画を更に充実させ、国際社会と連携してテロ、組織

犯罪、サイバー攻撃等を未然に防止するとともに、それに対処するための継

続的な取組を推進する。また、テロ対策協議やＯＤＡを通じ、諸外国におけ

るテロ対処能力の向上を支援するほか、人的交流の拡充や穏健主義の促進等

に向けた連携の強化等により暴力的過激主義対策に積極的に関与する。

（９）自然災害への対応
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首都直下地震、台風、豪雨を始めとする各種自然災害の発生に備え、大会

関係施設や周辺の公共交通施設等の防災・減災の取組を推進するほか、多言

語による適時的確な災害関連情報発信の強化、障がい者・外国人にも十分配

慮した避難誘導体制、救急医療体制の確保等を推進する。

（１０）緊急事態対処能力の強化

各種事案発生時における関係機関の円滑な連携を確保するための対処計

画、現場における情報共有の在り方、テロ等が発生した場合に被害を最小化

するための医薬品の備蓄、被害者の救助・搬送、医療提供の在り方等の検討

を加速する。

また、テロや大規模自然災害等の対処に当たる関係機関の体制・装備資機

材を充実強化するとともに、大会組織委員会・東京都等と連携し、会場の特

性を踏まえた、より実情に即した実践的な共同対処訓練等を実施するなど、

緊急事態対処能力の強化を図る。

６ 対策の推進に当たっての配意事項

（１）市民生活や社会経済活動への配慮

最先端技術の活用等により市民生活や社会経済活動に与える影響を最小限

に抑えるよう配慮するとともに、積極的かつ多言語対応も含めた丁寧な情報

発信を行い、国民、外国人、民間事業者等の理解と協力を確保する。

（２）継続的な検討

大会の安全・円滑な準備及び運営並びに継続性の確保の観点から、様々な

リスクの分析・評価を継続的に実施し、対策の必要な追加・見直しを行うと

ともに、各対策に関する幅広い観点からの検討を行うため、必要に応じ、個

別の対策ごとに関係府省庁等による検討体制を構築する。

（３）他の作業グループ等との連携

本幹事会のほか、大会開催に向けた様々な準備・検討が行われていること

から、各競技及び大会関連行事に係る運営の流れや準備状況等も的確に把握

しつつ、安全確保の観点から必要な連携を図り、セキュリティ上必要な措置

が講じられるよう留意する。

また、交通輸送対策、暑さ対策、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策等に関する取組との連携を確保するとともに、2019年に開催されたラグ

ビーワールドカップ2019の結果を十分に踏まえ、準備を進める。


